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 総論 第１章

 モニタリング基本計画の位置付けと目的 １.１

本モニタリング基本計画は、須崎市公共下水道施設等運営事業（以下「本事業」という。）

の実施期間中、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成

11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき選定された運営権者が、須崎市

公共下水道施設等運営事業実施契約（以下「実施契約」という。）に定められた業務を確実

に遂行し、かつ、須崎市公共下水道施設等運営事業要求水準書（以下「要求水準書」とい

う。）に定められた基準を安定的に充足すること（以下「実施契約等の履行」という。）を

確認するため、須崎市（以下「市」という。）が行うモニタリングについて、基本的な考え

方及び内容を示すものである。 

 モニタリング実施計画 １.２

市は、運営権者との実施契約締結後、運営権者との協議を踏まえ、以下の事項等を定め

たモニタリング実施計画書を作成する。 

（１） モニタリングを行う体制 

（２） モニタリングの方法 

（３） モニタリングを行う時期 

（４） モニタリングの内容 

 モニタリングの体制 １.３

モニタリングは、①運営権者によるセルフモニタリング、②市によるモニタリングで構

成される。 

市によるモニタリングの結果について、運営権者と市との間で紛争が発生した場合、実

施契約に基づき設置された運営事業協議会（以下「運営協議会」という。）において、当該

紛争の解決方法の調整を行う。 

（１） 運営権者によるセルフモニタリング 

運営権者は、自らが作成したセルフモニタリング計画に基づき、本事業の運営状況が

要求水準書の基準を遵守しているかについて、セルフモニタリングを行うものである。 

（２） 市によるモニタリング 

市によるモニタリングは、運営権者のセルフモニタリングの結果を踏まえ、運営権者

から提出された書面や会議体での報告を基にモニタリングを行う。市が必要と判断した

場合は、市は現地の確認を行う場合がある。 

（３） 紛争の調整 

市によるモニタリングの結果について紛争が発生した場合、市または運営権者の要請

により、運営協議会において当該紛争の解決方法の調整を行う。 
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図 １-１モニタリング体制 

 モニタリングの対象業務 １.４

モニタリングの対象業務は、以下の通りとする。 

（１） 経営 

（２） 下水道管渠運営業務 

（３） 終末処理場運営業務 

（４） 包括委託業務（包括的民間委託業務、委託業務（仕様発注）） 

（５） 事業終了にあたっての資産引継ぎ業務 

 モニタリングに要する費用負担 １.５

市が行うモニタリングに要する費用については、市が負担する。 

運営権者が行うセルフモニタリングに要する費用については、運営権者が負担する。 

運営協議会に要する費用については、市及び運営権者が等しい割合で負担する。 

 モニタリング実施計画書の変更 １.６

モニタリング実施計画書は、事業実施契約後に、本モニタリング基本計画と運営権者の

セルフモニタリングに関する提案等を踏まえて初版を作成するが、その後においては以下

の事由により変更する。 

（１） 実施契約が変更された場合 

（２） 要求水準書が変更された場合 

（３） その他、業務内容の変更が特に必要と認められた場合 

 モニタリング結果の公表 １.７

市は市が実施したモニタリングの結果について、必要に応じて市ホームページにおいて

公表する。運営権者は市の公表に協力するものとする。 

 

  

須崎市 

運営権者 

セルフモニタリング実施 

モニタリング

運
営
協
議
会 

紛争の調整 
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 モニタリングの実施方法 第２章

 モニタリングの基本的な考え方 ２.１

（１） 経営のモニタリング 

経営のモニタリングは、本事業において、運営権者の業務執行体制や財務を理由とす

るサービスの提供の停止や事業継続が困難になる等の事態を回避するために行うもので

ある。モニタリングは、先ずは、運営権者がセルフモニタリングし、市に報告する。 

市は、運営権者の報告に基づき確認を行うことを基本とする。運営権者の提出する報

告書等各提出書類の内容が要求水準を満たしているか、適切かつ確実な業務遂行が行わ

れているかを書面にて確認するほか、会議体にて、直接、運営権者から確認し、市が必

要と認めた場合は、現地における確認を行う場合がある。 

（２） 下水道管渠運営業務のモニタリング 

下水道管渠運営業務のモニタリングは、要求水準の確保を図るために各業務（計画策

定、設計、予算調整、修繕計画など）が適切に実施されているかの確認を行う。 

運営権者は、各業務着手前にセルフモニタリング様式を作成し、市に提出する。提出

された様式に基づき、業務の履行を確認するとともに、各提出書類を基にセルフモニタ

リング報告書を作成し、市に提出する。 

市は、報告書及び計画図書を基に、要求水準を満たしているかどうかの確認を行う。 

なお、市は、修繕計画の時期・性能確保のために必要と認めた場合は、調査状況の実

地における確認を行い、結果に応じた必要な措置を講じる。 

（３） 終末処理場運営業務のモニタリング 

終末処理場運営業務のモニタリングは、運営権事業として対象となった終末処理場の

維持管理の目的達成のために、必要な各業務が要求水準を満たして適切に実施されてい

るかの確認を行う。 

運営権者は、各業務の履行について業務計画書等に基づき確認を行うとともに、業務

の履行に伴って作成する各提出書類及び実際の維持管理状況を基に要求水準を満たして

いるかどうかの確認を行い、要求水準確認結果を含む報告書を作成し、市に提出し確認

を受ける。 

市は、報告書、各提出書類及び実際の維持管理状況を基に、要求水準の内容を満たし

ているかどうかの確認を行う。 

また、市は、維持管理業務の品質確保のために必要と認めた場合は、維持管理状況の

実地における確認を行い、結果に応じた必要な措置を講じる。 

（４） 包括委託業務（包括的民間委託業務、委託業務（仕様発注））のモニタリング 

包括委託業務のモニタリングは、その内容を要求水準書や仕様書として明示している

ため、業務の頻度、内容、条件などを満たして適切に実施されているかの確認を行う。 

運営権者は、各業務の履行について業務計画書等に基づき確認を行うとともに、業務

の履行に伴って作成する各提出書類及び実際の維持管理状況を基に、要求水準や仕様書

を満たしているかどうかの確認を行い、包括委託業務確認結果を含む報告書を作成し、
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市に提出し確認を受ける。 

市は、報告書、各提出書類及び実際の維持管理状況を基に、仕様の内容を満たしてい

るかどうかの確認を行う。 

また、市は、維持管理業務の品質確保のために必要と認めた場合は、維持管理状況の

実地における確認を行い、結果に応じた必要な措置を講じる。 

 モニタリング方法 ２.２

（１） 書類による確認 

① 経営のモニタリング 

運営権者は、経営の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、次表に示

す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

表 ２-１ 経営のモニタリングに係る書類 

提出書類 頻度 行為 

計
画
に
関
す
る
も
の 

全体事業計画書（収支計画含む） 事業開始前、変更時 確認 

モニタリング実施計画書 事業開始前、変更時 確認 

セルフモニタリング実施計画書 事業開始前、変更時 確認 

短期事業計画書（収支計画含む） 5年毎、変更時 確認 

単年度事業計画書（収支予算含む） 毎年度、変更時 確認 

事業継続計画書（BCP） 事業開始前、変更時 確認 

業務執行体制、有資格者名簿及び資格証明書類写し 変更毎 確認 

状
況
報
告
に
関
す

る
も
の 

年度事業報告書 毎年度 確認 

四半期業務報告書 3ヶ月毎 確認 

月次業務報告書 毎月 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年度・四半期・月次報

告書と合わせて提出 
確認 

そ
の
他 

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書、個別注記表又は注記事項、その他運営権

者による計算書類に基づいた財務分析の結果） 

株主総会開催後 確認 

株主総会議事録及び議事録要旨 株主総会開催後 確認 

会計監査人による監査報告書 株主総会開催後 確認 

取締役会議事録及び議事録要旨 取締役会開催後 確認 

実施契約に規定する書類 事業開始前、変更時 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 
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② 下水道管渠運営業務 

運営権者は、改築の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、提出書類

を市に提出して確認を受ける。 

③ 終末処理場運営業務のモニタリング 

運営権者は、終末処理場運営業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認の

うえ、以下に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 

 

表 ２-２ 維持管理業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 頻度 行為 

運転管理計画 5年毎、変更時 確認 

保全管理計画 5年毎、変更時 確認 

月間維持管理計画書 毎月、変更時 確認 

年間維持管理計画書 毎年度、変更時 確認 

月間維持管理報告書 毎月 確認 

年間維持管理報告書 毎年度 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年間・月間維持管理報

告書と合わせて提出 
確認 

故障事故報告書 随時 確認 

施設機能確認報告書 事業終了前 確認 

引継ぎに必要な書類 事業終了前 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

④ 包括委託業務（包括的民間委託業務、委託業務（仕様発注））のモニタリング 

運営権者は、包括委託業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、

以下に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 
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表 ２-３ 包括委託業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 頻度 行為 

月間維持管理計画書 実施前、変更時 確認 

年間維持管理計画書 実施前、変更時 確認 

月間維持管理報告書 毎月 確認 

年間維持管理報告書 毎年度 確認 

運転管理報告書 毎年度 確認 

保全管理報告書 毎年度 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年間維持管理報告書

と合わせて提出 
確認 

故障事故報告書 随時 確認 

引継ぎに必要な書類 事業終了前 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

（２） 会議体による確認 

市と運営権者は、次表に示す会議体を設置する。市はこれらの会議体等の開催を通じ

て、業務の進捗状況及び要求水準の充足状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針に

ついて運営権者と協議を行う。なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運営

権者は、当該会議体によらず、随時、別途会議体を設けるものとする。 

運営権者は当該会議体のほか、市議会や地元住民との協議会等において、市がモニタ

リングについての説明等を行う場合、市に必要な協力を行うものとする。 

 

表 ２-４ 会議体の設置 

会議体名 議題 頻度 

年度 

事業報告会 

 事業結果（決算、財務状況、要求水準の充足状況）
の確認 

 課題の確認 
 次年度事業計画の確認 

１回／年 

四半期 

業務報告会 

 業務進捗状況、収支状況、財務状況、要求水準の充
足状況の確認 

 課題の確認 
１回／四半期 

月例報告会 
 業務進捗状況、要求水準の充足状況の確認 
 課題の確認 

１回／月 
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（３） 現地における確認 

書類及び会議体における確認の結果、市が必要と判断した場合、または運営権者が現

地確認を要請した場合、市は現地における確認を行う場合がある。運営権者は市の現地

における確認に必要な協力を行う。 

また、市は立会が必要とされている場合、その他事業の各段階で市が必要と認めたと

きは、現地における確認を行う。 

なお、市が現地における確認を行う場合には、運営権者は立ち会うものとする。 

 モニタリングの手順 ２.３

運営権者が、運営権者欄に記載の書類を市に提出してモニタリングが開始されるもので

ある。モニタリングは書類確認及び会議体での確認（一部については、書類提出のみのも

のもある。）の後、市が必要と認めた場合又は運営権者が要請した場合は、市は現地におけ

る確認を行う場合がある。 

モニタリング方法についての詳細は、実施契約の締結後に策定するモニタリング実施計

画書において確定するが、現時点での想定フローを図 ２-１に示す。 
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図 ２-１ モニタリングフロー 

 

 モニタリング実施者 ２.４

市はモニタリングを行う場合、市が直接行うことを基本としている。ただし５年毎の事

業計画モニタリングなどについては、市が直接実施する場合とは別に、下記に示すように

第三者を用いて行う場合がある。 

（１） モニタリング実施者 

モニタリング実施者は、市から委託を受け事業者の実施状況を監視する。モニタリン

グ実施者は市と業務委託契約で決めた項目について、事業者から書面で受け取り市に報

告する。 

報告内容について事業実施に関する不具合や是正すべき点があった場合は、市の責任

運営権者 

運営体制の提示 

事業計画の提示 

セルフモニタリングの提示 

事業内容の報告（毎月） 

対価の算定等（四半期） 

引継ぎなどの提示 

終了時の提出書類 

市 

内容の確認 

内容の確認 

内容の確認 

要求水準の確認 

(毎月の報告書を基

に市が内容を確認) 

要求水準の確認 
（四半期、モニタリン

グ結果を反映） 

内容の確認 

内容の確認 

時期 

事業開始前 

実施契約 

締結後 

事業開始 

事業終了時 
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において事業者に是正を求める。 

 

図 ２-２ モニタリング実施者 

 

  

市 

モニタリング 
実施者 

運営権者 

①契約 

③事業内容確認 

④書類提出 

⑤提言・報告 

②業務委託契約 
⑥是正勧告など 
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 契約内容未達時の措置 第３章

 是正レベルの認定 ３.１

市は、契約内容未達が発生した場合、下表（表 ３-１）に示す是正レベルの認定を行い、

運営権者に通知する。 

表 ３-１ 市の是正レベルの認定基準 

認定レベル 事   象 

レベル１ 

（全業務対象） 

要求水準の未達成、もしくは仕様書の未達成がある場合で、業務管理

の工程における軽微な不備 

（事象例） 

・書類、備品等の整理整頓不足 

・不衛生状態の放置 

・ユーティリティ備蓄の不足 

・設備の故障の頻発 

レベル２ 

（全業務対象） 

要求水準の未達成、もしくは仕様書の未達成がある場合で、影響が基

本的には市と運営権者間または終末処理場内に留まるもの 

（事象例） 

・書類等の欠損 

・下水道事業計画のミス 

・合理的理由のない工期遅延の発生 

・頻発する設備の故障の放置 

・必要な点検（法定点検を除く）の未実施 

・維持管理・運転管理の過失による事故の発生（影響が終末処理場内

に留まるもの） 

レベル３ 

（運営権業務対

象） 

実施契約に反する行為で故意又は過失による市への信用失墜行為（３.

２（３）②に該当するものを除く）、不法行為、施設の運転停止、その

他影響が第三者又は終末処理場外に及ぶもの 

（事象例） 

・苦情の放置 

・法定点検の未実施 

・大規模な事故・火災・労働災害（重体等）の発生 

・維持管理・運転管理の過失による事故の発生（影響が終末処理場外

に及ぶもの） 
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 契約内容未達時における措置 ３.２

（１） 措置 

市は、第２章に定めるところに従って実施したモニタリングの結果、運営権者が、実

施契約及び要求水準書で規定する内容を充足していないと判断される事象（以下「契約

内容未達」という。）が確認できる場合について、以下の措置を行うものとする。 

ただし包括委託業務については、運営権とは異なる仕様発注の業務であることから、

運営権者であっても度重なる是正を受けることは適正性を欠く実施者であると判断する。 

そこで図 ３-１にも示す、包括委託業務のモニタリング結果において、運営権者が措

置を求められた場合には、④警告をもってしても改善が図れない場合については、市は

対象となる委託業務を本事業から解除することができる。 

併せて解除に伴う費用や、解除後の別委託事業者選定までに係る費用については、運

営権者が支払うものとする。 

 

① 注意 

市は、契約内容未達がレベル１に該当する恐れがある場合、運営権者に対して、口頭

にて、当該状況の是正を行うよう注意を与えるものとする。 

運営権者は、市から注意を受けた場合、速やかに是正対策を行うこととする。対策後

も是正が見込まれない場合には、市は、文書にて厳重注意を行うものとする。 

② 是正指導 

市は、契約内容未達がレベル１に該当すると認定した場合、運営権者に対して、当該

状況の是正指導を行うものとする。 

運営権者は、市から是正指導を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期

限について定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、

当該計画に基づき、是正を行うものとする。 

市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の是正指導への対応完了の通知

を受けて随時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。 

③ 是正勧告 

市は、３.２（１）②の是正が行われていると認められない場合又は契約内容未達が

レベル２に該当すると認定した場合、運営権者に対して、文書にて是正勧告を行う。 

運営権者は、市から是正勧告を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期

限について定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、

当該計画に基づき是正を行う。 

市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の是正勧告への対応完了の通知

を受けて随時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。なお、是正勧告に

ついては、市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

④ 警告 

市は、３.２（１）③の是正が行われていると認められない場合、運営権者に対して、

文書で警告するものとする。 



12 

運営権者は、市から警告を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期限に

ついて定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、当

該計画に基づき是正を行う。 

市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の警告への対応完了の通知を受

けて随時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。なお、警告については、

市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

⑤ 命令（本事項以降については、運営権対象業務について実施する） 

市は、３.２（１）④の是正が行われていると認められない場合又は契約内容未達が

レベル３に該当すると認定した場合、運営権者に対して、文書にて命令するものとする。

この場合、市は、運営権者に当該是正対象の行為を即座に中止するよう指示することが

できる。 

運営権者は、市の指示に従うとともに、是正が行われていると認められない理由書及

び市との協議を踏まえて是正対策と是正期限について定めた是正計画を作成し、市の承

諾を得て策定するものとする。運営権者は、当該計画に基づき是正を行う。なお、命令

については、市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

（２） サービス対価の減額 

市は、３.２（１）⑤以降の是正が行われていると認められない場合、運営権者に対し

て、後述するペナルティポイントを算定し、その結果を踏まえて、運営権者に対して支

払う運営権事業におけるサービス対価（対価A）を減額する。 

また、市は、３.２（１）⑤の是正計画に定めた是正期限とは別に期限を設け、運営権

者に対して是正を行うことを命ずる。この場合、市は、当該期限の設定について、運営

権者の意見を聞くことができる。 

市は、ペナルティポイントや運営権事業におけるサービス対価（対価 A）の減額内容

については、その内容を公表することができる。 

（３） 契約解除 

① 是正未達による解除 

３.２（２）の措置にも関わらず、是正が行われていると認められない場合、実施契

約書（案）に基づき、市は、運営権者に催告することなく実施契約を解除することがで

きる。 

② 故意または重過失による市への信用失墜行為による解除 

上記に関わらず、故意または重過失による市への信用失墜行為として、市の管理責任

を厳しく問われるような重大な虚偽報告（例：水質検査結果の虚偽報告）や、大規模な

事故・火災・労働災害等の発生、本事業の運営に重大な影響を与える法令違反等（例：

廃棄物の不法投棄）が認められた場合、実施契約に基づき、市は運営権者に催告するこ

となく実施契約を解除することができる。 
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図 ３-１ 契約内容未達時における措置の概要 
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 ペナルティポイントの算定方法 ３.３

市は、運営権者が主として行った管理が原因で起こった事象について、認定レベルが３

に達した場合は、ペナルティポイントを課すものとする。ただし、運営権者の帰責によら

ないものは除くものとする。 

ペナルティポイントの重み付けに関する具体的な発生事象（例）は下表のとおりとする。 

なお、レベル３は表３－２に示すとおり、「信用失墜行為、不法行為、施設の運転停止、

その他影響が第三者又は終末処理所外に及ぶもの」とする。 

 

表 ３-２ 具体的な事象（例）とペナルティポイント 

行為 想定される具体的な事象（例） ペナルティポイント 

苦情の放置 

下水道管渠（汚水）が原因による 

悪臭等における苦情の放置 

（10日間以上放置） 

10以上 

（10日以上放置した場

合は1ポイント/日） 

下水道処理場が原因による 

悪臭、騒音、振動における 

苦情の放置（10日間以上放置） 

10以上 

（10日以上放置した場

合は1ポイント/日） 

法定点検の未実施 

全ての項目2回/月未実施 44 

全ての項目1回/月未実施 22 

1項目/未実施 0.5/項目 

安全管理の過失によ

る大規模な事故・火

災・労働災害の発生 

水処理、汚泥処理の復旧に 

1週間以上要する 

大規模な事故・火災 

40 

労働災害（重体等） 80 

維持管理・運転管理の

過失 

機器の故障による 

上流管渠からの溢水 
20 

機器の故障による 

家屋内からの溢水 
40 

汚泥の処理場外の流出 40 

未処理下水の処理場外への流出 40 

放流水質 

目標値 

超過 

（4項目

のどれか） 

10％以上～25％未満 10 

25％以上～50％未満 20 

50％以上～75％未満 30 

75％以上～100％未満 40 

100％以上 80 

法定計画図書作成に

おける重大な過失 

合理的理由のない工期遅延 

による事業期間の失効 
20 

法手続き関係図書の 40 
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ミスによる法的効力の失効 
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 サービス対価への反映 ３.４

四半期中の各業務のペナルティポイントを積上げて、次表に基づき当期支払額から減額

を行う。 

 

表 ３-３ ペナルティポイントと減額割合 

累計ペナルティポイント 減額割合 

1～10PP 減額しない 

11～79PP 1PPにつき市からの支払額の0.5％を減額 

80PP以上 市からの支払額の50％を減額 

※PP＝ペナルティポイント 

 

 四半期ごとの累計されたペナルティポイントが10PP以下の場合は市からの支払額の

減額は行わず、累計されたペナルティポイントは清算される。 

 累計されたペナルティポイントが11PP以上の場合、当期の市からの支払額から、当

期の市からの支払額に累計ペナルティポイントに対応する減額割合を乗じた額を減

額して支払う。 

 当期のペナルティポイントが80PP以上の場合、当期の市からの支払額の50％を減額

する。 

 四半期ごとに累計されたペナルティポイントは清算され、翌期に繰り越されること

はない。 
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 事業終了時のモニタリング 第４章

 基本的な考え方 ４.１

運営権者は、要求水準書や仕様書に定めるとおり、施設機能確認報告書及び引継書を作

成し、市に提出する。市は報告書の内容について確認を行う。 

 確認方法 ４.２

（１） 書類による確認 

運営権者は、事業終了に際して以下に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 

 

表 ４-１ 事業終了時のモニタリングに係る書類 

提出書類 提出時期 

施設機能確認報告書 確認完了後10日以内 

引継書 
事業終了日まで 

（ただし、暫定版を180日前までに提出） 

その他市が必要とする書類等 事業終了日まで 

 

（２） 会議体による確認 

市と運営権者は要求水準書に定められる施設機能確認や技術指導、引継等に必要とな

る協議を適宜実施する。 

（３） 現地における確認 

書類及び会議体における確認の結果、市が必要と判断した場合、または運営権者が現

地確認を要請した場合、市は現地における確認を行う場合がある。運営権者は市の現地

における確認に必要な協力を行う。 

 モニタリングの手順 ４.３

市及び運営権者は、書類及び会議体における決定事項に基づき、モニタリングを行う。 


